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弾性変形を考慮した浮体の運動方程式における遅延関数
の効果について

The effects of memory effect function of equation of motion in floating body with elastic
deformation
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Hydrodynamic forces in floating bodoy motion problems are described with the linear potential theory. Re-
cently, nonlinear direct simulations in the timedomain using memory effect function are becoming common.
In this paper, emphasis is placed on the relation memory effect function of motion of equations and the add
mass damping coeffecient in the direct simulation of semi-submersible type floating offshore with elastic
deformation.Moreover the calculation process of memory effect function are discussed from our numerical
results are shown.
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1. はじめに

本論では近年,再生エネルギーの一環として注目を浴
びている浮体式洋上風力発電の動揺解析に関する検討
を行う。浮体の動揺解析を行う場合浮体が水中で振動
するため，固有周期が長くなること (付加質量力)，ま
た浮体が運動することで周りの水面に散乱波を発生さ
せる力 (造波減衰力)が生じていることを考慮する必要
がある．付加質量力，造波減衰力はラディエーション
流体力と呼ばれ，付加質量力は浮体加速度，造波減衰
力は速度にそれぞれ比例する力であるため付加質量係
数および造波減衰係数を用いて運動方程式は構成され
る．付加質量力係数および造波減衰力係数を求める際，
流場を非粘性，非回転の仮定より完全流体とし３次元
Laplace方程式と浮体表面の条件，水面の自由表面条件，
水底条件また波の放射条件のもと，浮体まわりのポテ
ンシャルを求める．得られたポテンシャルより付加質
量力，造波減衰力および波力を計算する．浮体の運動
は 1質点系運動方程式で表現され、遅延関数型運動方
程式は時間領域における運動方程式であり，浮体が動
揺することによる流場の周波数無限大に対応する不変
付加質量を用い，過去の影響を遅延関数を用いて取り
入れていることに特徴がある [1,2]. 一方,浮体式洋上風
力発電で用いられるセミサブ形状のような浮体では弾
性変形を考慮する必要があり [3∼5],これを運動方程式に
組み込む必要がある。本論では弾性変形を考慮した運
動方程式において弾性変形部材の流体力の効果につい
て検討する。

2. 浮体の支配方程式
本論では図 1に示すような３次元任意形状浮体が不
規則な波が作用することによってどのような運動が生
じるか考える．いま，波高 ξ0，周波数 ωの規則波が作
用する場合，水深 hは一定，また流体は非回転，非粘
性の完全流体とすると，動揺する浮体周辺の速度ポテ
ンシャル Φは以下のように表わされる．

Φ(x, y, z; t) =

[
gξ0
ω {ϕ0(x, y, z) + ϕd(x, y, z)}

+

6∑
k=1

gX
ω ϕ

r
i (x, y, z)

 exp−iωt
(1)

なお、下添字 kは方向を表わすこととし、その方向は
図 1に示す通りである。ただし、回転は軸方向右回り
を正とする。ここに，gは重力加速度，tは時間，iは虚
数単位 (=

√
−1)である．また，ϕdは浮体が存在するこ

とによって生じる散乱波（Diffraction wave）を示す無次
元化されたディフラクションポテンシャル (Diffraction
potential)関数，ϕr

i (i = 1, 2, · · · , 6)は浮体の i モードの
動揺によって生じる発散波（Radiation wave）を示す無
次元化されたラディエーションポテンシャル (Radiation
potential)関数である。さらに，ϕ0は浮体に作用する入
射波を表わす無次元化されたポテンシャル関数であり,
入射ポテンシャルは次式のように表わされる.

ϕ0(x, y, z) = −i
gη
ω

cosh k(h + z)
cosh kh

{
e−ik(x cos β+y sin β)

}
(2)
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図–1 浮体の動揺

ここで,βは波の入射角，k0 は波数で次の分散関係式の
固有値である.

ω2 = gk0 tanh k0h (3)

ポテンシャルの線形性を考慮すると，速度ポテンシャ
ルに関する基礎方程式と境界条件はディフラクションポ
テンシャル関数 ϕd と，浮体の動揺を lモードとおいた
ときの浮体の動揺によるラディエーションポテンシャル
関数 ϕr

i それぞれについて成り立つ．したがって，ディ
フラクションポテンシャル，ラディエーションポテン
シャルについてそれぞれ流体領域 Ωにおける基礎方程
式と，自由表面 S F，水底 S B，浮体表面 S V，原点から
の水平距離を Rとしたときの無限遠方 (R → ∞)，での
各境界条件が以下のように得られる．
ディフラクション probelm

∂2ϕd

∂x2 +
∂2ϕd

∂y2 +
∂2ϕd

∂z2 = 0 (in Ω)

∂ϕd

∂z
− ϕdω

2

g
= 0 (on S F)

∂2ϕd

∂z
= 0 (on S B)

∂ϕd

∂n
= v7 (on S v)

lim
R→∞

√
R{∂ϕd

∂R
− ik0ϕd} = 0 (whenR→ ∞)



(4)

ラディエーション probelm

∂2ϕr
l

∂x2 +
∂2ϕr

l

∂y2 +
∂2ϕr

l

∂z2 = 0 (in Ω)

∂ϕr
l

∂z
−
ϕr

lω
2

g
= 0 (on S F)

∂ϕr
l

∂z
= 0 (on S B)

∂ϕd

∂n j
= v j (on S v)( j = 1 ∼ 6)

lim
R→∞

√
R{∂ϕ

r

∂R
− ik0ϕ

r} = 0 (whenR→ ∞)



(5)

ここに，n j は浮体の j方向に対する単位法線ベクトル
である．さらに浮体表面の条件として与えられる複素
流速 v j( j = 1, 2, · · · , 6)次式より計算される．

v1 = −iωX1nx

v2 = −iωX2ny

v3 = −iωX3nz

v4 = −iωX4[(y − yG)nz − (z − zG)ny]

v5 = −iωX5[(z − zG)nx − (x − xG)nz]

v6 = −iωX6[(x − xG)ny − (y − yG)nx]


(6)

また，ディフラクション problemにおける v7は入射ポ
テンシャルの法線方向微分として以下のように与えら
れる．

v7 =
∂ϕ0

∂n
(7)

式 (5),(4)をそれぞれ特異点分布法を用いて数値的に解
く。その際、用いる Green関数は Laplce方程式，自由
表面の条件,水底の条件,放射条件を満足するように決定
される.Q点 (η.ξ)に単位強さのわき出しがあるとき P点
(x,y,z)に誘起されるポテンシャルは Green関数 G(P,Q)
を用いて表わされる．G(P,Q)は P,Qの座標の他に水深
h,波数 k,波周波数 ωに依存する関数となる．この場合
の Green 関数は，P,Q の距離によって 2 種類の Green
関数を使い分ける． すなわち,積分形の Green 関数と
級数形の Green関数を用いる．級数形の Green関数は
収束が速いが， Pが Qに一致する場合には発散する可
能性があるため積分形の Green関数を用いる．それぞ
れ次のように与えられる。
・級数形Green関数

G(P,Q) = 2π(v2 − h2)
k2h − v2h + v

cosh[k(ζ + h)] cosh[k(z + h)]·
[Y0(kR) − iJ0(kR)]

+4
∞∑

n=1

(k2
n + v2)

k2
nh + v2h − v

cos[kn(z + h)] cos[kn(ζ + h)] · K0(knR)

(8)
・積分形Green関数

G(P,Q) = 1
R +

1
R′

+2P.V.
∫ ∞

0

(µ + v)e−µk cosh[µ(ζ + h)] cosh[µ(z + h)]
(µ sinh µk − v cosh µk)

×J0(µR)dµ

+2π (k2 − v2) cosh[k(ζ + k)] cosh[k(z + h)]
(k2h − v2h + v)

J0(kR)dµ

(9)
次に流体中に存在する構造物には，波の作用による波
圧，波力と構造物が動揺した時に流体から受ける動水
圧が働く．波力は波圧を構造物表面で積分することに
より求めることができる．波圧は構造物が動かない仮
定のもとで入射波の散乱波すなわちディフラクション
ポテンシャルと既知である入射波のポテンシャルの和か
ら求められる．動水圧は運動方程式を解く都合上，付
加質量と減衰係数として用いることが多い．付加質量
力は構造物が水中で運動する場合，周りの流体も伴っ
て運動することになり，あたかも質量が付加された現
象を表現している．また，構造物は水面近傍で運動し，
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水面に擾乱を与え，外面に発散していく波を発生させ
る．このような力を造波減衰力という．この流体力は
付加質量力と造波減衰力はラディエーション流体力と呼
ばれ，波周波数に依存しており，付加質量力は加速度，
造波減衰力は速度にそれぞれ比例する．ラディエーショ
ン流体力 FRはラディエーションポテンシャルを用いて
次式のように物体表面で積分とすると求められる．

FR
i j =Re

[
ω2ρ

∫
S

X0
jϕ

r
jnids exp−iωt

]
= − ρ

∫ {
Re(ϕr

j)Ẍ0 + ωIm(ϕr
j)X0

}
nids

= − ρ
∫ [{

Re(ϕr
j)ni

}
Ẍ0 + ω

{
Im(ϕr

j)niẊ0

}]
ds


(10)

ここで，X0
j：構造物の jモードの動揺振幅 (実数)であ

る． 上式を付加質量係数 Mi j および造波減衰係数 Ni j

を用いて表すと次のようになる．

FR
i j = −Mi jẌ − Ni jẊ (11)

したがって，付加質量係数 Mi j，造波減衰係数 Ni j は
次式で与えられる．

Mi j =ρ

∫
Re(ϕr

j)nids

=ρ

m∑
k=1

∫
sk

Re(ϕr
j)nids

Ni j =ρω

∫
Im(ϕr

j)nids

=ρ

m∑
k=1

∫
sk

Im(ϕr
j)nids



(12)

3. 1質点系の運動方程式の解法
これまでに示してきた浮体に作用する付加質量係数，
造波減衰力係数および不規則波力を用いて運動方程式
を構築する．付加質量，造波減衰力および波力は浮体
の重心点において求めているため重心点における運動
方程式を構成する．浮体を１質点系の 3次元運動とした
場合の時間領域における運動方程式は次のようになる。

(m+ M(∞))ẍ + Dẋ + (C + G)x

+

∫ t

−∞
L(t − τ)ẋ(τ)dτ = F(t)

(13)

ここで xは浮体の変位,m,C,Dは浮体の一般化質量,復
原力,粘性減衰Matrix,Gは係留系の剛性Matrixをそれ
ぞれ表す。また,M(∞),L(t)は浮体の不変付加質量およ
び遅延関数であり,それぞれ次式で与えられる。

L(t) =
2
π

∫ ∞
0

N(σ) cosσtdσ (14)

M(∞) = M(σ0) +
1
σ0

∫ ∞
0

L(t) sinσ0tdt (15)

ここで,M(σ),N(σ)はそれぞれ波周波数 σにおける付加
質量と造波減衰係数である。式 (13)では浮体の運動が
不規則であるため波周波数に依存しない不変付加質量

M(∞)と遅延関数 L(t)による減衰を評価している時間
領域における運動方程式である。遅延関数 L(t)は久保
ら [6]に従い,高周波数領域において造波減衰係数を周波
数の近似を導入し,低周波数側は数値積分,高周波数側
は解析的積分を用いて求める。不変付加質量は遅延関
数が周期的に収束する関数である性質を考慮し,式 (15)
の積分範囲は 0から遅延関数有効時間 te 範囲までの時
間積分として求める。さらに,式 (13)における右辺第 3
項に関しても遅延関数の周期性を考慮して次式のよう
に時間積分範囲を 0 ∼ te とした。∫ t

−∞
L(t − τ)ẋ(τ)dτ =

∫ te

0
L(t − τ)ẋ(τ)dτ (16)

式 (16)における tは現在求めようとしている時刻 tを表
し,この畳み込み積分は現在より過去に時刻 te遡って積
分し,減衰項として表している。したがって,Newmark-β
法を用いた時間積分スキームでの各時間 stepにおいて
上式の畳み込み積分を行う。ただし,本論では台形公式
を用いた。

4. 弾性変形を考慮した運動方程式
次に図 2に示すセミサブ形状の浮体について考える。
弾性変形を考慮する部材について図 3に示すように流
体力を求めるモデルと動的解析を行うモデルに分けて
考える。したがって,動的解析を行う場合は,各要素の
流体力を用いて,要素毎の運動方程式を構築する必要が
ある。 (

me
i + Me

i (∞)
)

ẍe
i + Di ẋe

i + ke
i xe

i

+

∫ te

0
Le

i (t − τ)ẋe
i (τ)dτ = Fe

i (t)
(17)

ここで,xe
i ,me

i ,ke
i は i番目梁要素の要素変位,要素質量お

よび要素剛性Matrixである。さらに Me
i (∞),Le

i (t)は i番
目要素の要素不変付加質量および造波減衰係数を用い
て導出した要素遅延関数である。なお,Fe

i (t)はその要素
に作用する動的要素波力である。式 (17)より右辺第 3
項の要素遅延関数に関して時間 te 遡る時間積分を行う
必要がある。浮体を 1質点系で考えた場合では各時間
Stepで 1回のみの計算で十分であったが,弾性変形を考
慮した場合では,各要素において,要素造波減衰係数お
よび要素速度 ẋeが異なるため全要素で要素遅延関数に
関する積分を行う必要があり,膨大な計算量が生じる。

図–2 セミサブ形状の浮体

そこで本論では動的解析においてはすべての構造を
弾性変形部材とみなさず,従来通りの浮体の運動を剛体
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図–3 弾性変形部材のモデル化

運動とみなせる 1質点系部材と分けて考えるモデルを
考えた。図 4はその一例。

Rigid body model
Beam model

図–4 剛体モデルと弾性変形モデルのハイブリッドモデル

その際の 1質点系の運動方程式は (13)に示した通り
である。ここにおいても遅延関数による時間積分は行わ
れるが 1質点系であるため,大幅に計算量が減少される。
次に弾性部材の質量および剛性より構成される式 (17)
において要素不変付加質量と要素遅延関数が及ぼす数
値的効果を検討する必要がある。これらを検証するた
め,図 5[7] に示すセミサブの浮体に対し, 弾性変形部材
の径のみを変化させて得られる要素付加質量と要素造
波減衰係数を求め,その影響を調べた。これらを検証す

図–5 流体力検証の浮体形状

るため,図 5[7] に示すセミサブの浮体に対し, 弾性変形
部材の径のみを変化させて得られる要素付加質量と要
素造波減衰係数を求め,その影響を調べた。
図 6では波向き 270度入射の場合のポテンシャルコ
ンター図を示す。

図–6 ポテンシャルコンター図 (波向き 270度入射)

5. おわりに
本論では弾性変形を考慮した浮体の運動方程式につ
いて検討を行った。動的解析モデルでは従来の 1質点
系モデルと弾性変形モデルを組み合わせた解析モデル
を示した。また,弾性変形モデルにおける運動方程式に
対する要素不変付加質量と要素遅延関数の影響を検討
するため,セミサブ形状の浮体に対し,弾性変形部材の
大きさを変化させて,その効果を調べた。
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